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競争入札参加資格審査申請の手引
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長崎県総務部スマート県庁推進課が発注する「令和７年度長崎県テレワーク基盤用閉域網利用単価契

約」の競争入札に参加する場合には、その参加資格の有無について審査を受ける必要がありますので、

参加を希望される方は、この手引により競争入札参加資格審査の申請を行って下さい。

なお、今回申請する参加資格は、上記の入札でのみ有効ですのでご注意下さい。
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長崎県総務部スマート県庁推進課（情報基盤班）

℡ 095－824－1111（内線 2233）又は、095-895-2233（直通）
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１ 書類の確認
令和７年度長崎県テレワーク基盤用閉域網利用単価契約に関する競争入札参加資格審査の申請等

にあたり、今回必要とする書類は次のとおりであり、様式が定められています。申請書を作成する前

に必ず確認して下さい。

○競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）

１ 誓約書

２ 財務関係明細書

３ 営業概要書

４ 委任状

※添付書類

・登記簿謄本

・県税に関し未納がないことを証する証明書

・消費税及び地方消費税課税業者にあっては、消費税及び地方消費税の未納がないことを証する

証明書

・総務大臣から電気通信事業を行うことを認められた証明書等の写し

・電気通信役務の提供に関する障害対応体制説明書（様式任意）

・印鑑届（様式第２号）

・口座振替申込書（様式第３号）

・指名停止の報告に係る誓約書（様式第６号）

２ 留意事項
（１）申請書を作成する際は、この手引をよく読み、誤りや記入漏れがないようにして下さい。

（２）持参の場合の受領印の押印等は行っておりませんので注意して下さい。

１．申請書の受付期間

令和７年４月 18 日（金）から令和７年５月 16 日（金）までの間（県の休日を除く）

午前９時～午後５時までです。（必着）

２．提出場所

〒850-8570 長崎市尾上町３番１号

長崎県総務部スマート県庁推進課 情報基盤班

             電話 （代表）095－824－1111 内線：2233

           （ダイヤルイン）095－895－2233

３．提出方法

郵便（一般書留郵便、簡易書留郵便又は特定記録郵便など受取人が郵便物を受け取った記録が残

る方法により受領期限までに必着のこと。）により受領期限内必着のこと。

４．資格の有効期間

資格は、今回の入札に限り有効です。

５．審査結果の通知

  資格審査の結果は、文書で通知します。

６．資格要件

競争入札に参加する資格を得るためには、次に掲げる要件を全て満たしていなければなりません。

（１）地方自治法施行令第 167 条の４関係

①第１項各号のいずれかに該当しない者であること。なお、被補助人、被保佐人又は未成年者で

あって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同項第１号の規定に該当しない者であ

ること。

②第２項各号のいずれかに該当する場合、知事が定める期間を経過していること。

その者を代理人、支配人その他の使用人若しくは入札代理人として使用する場合も同様
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（２）電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86号）に定める電気通信事業者であること。

（３）次に掲げる税の未納がないこと。

①県税（個人県民税及び地方消費税を除く。以下同じ）。

②消費税及び地方消費税。

（４）申請日現在において営業期間が引き続き１年以上であること。

（５）指名停止の措置を長崎県から受けている（又は受けることが明らかである）者でないこと。

（６）長崎県が行う各種契約からの暴力団等排除要綱に基づき排除措置を受けている（又は受ける

ことが明らかである）者でないこと。

７．提出書類

（１）入札参加資格審査の申請に必要な書類は、次のとおりです。

提出書類 提出要領

１
競争入札参加資格審査申請書

（様式第１号）(※)
◎ 後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。

２ 誓約書(※) ◎ 後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。

３ 財務関係明細書 ◎
申請時において確定している直近の決算期の貸借対照表及び損益計算書

の写しを添付して下さい。

４ 営業概要書(※) ◎ 後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。

５ 委任状(※) ○
見積、入札、契約締結、物品納入、代金請求、領収の各権限を支社（店）

長等に委任する場合のみ後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。

６ 登記簿謄本 ◎ 申請日から起算して３か月以内に発行されたものを添付して下さい。

７
県税に関し未納がないことを

証する証明書
◎

長崎県内に本社又は支店等があるものについては長崎県の各振興局税務

部又は税務課が発行したもの

本社及び支店等が長崎県外の場合は本社の所在地の県（都道府）税事務

所が発行したもの等

申請日から起算して３か月以内に発行されたものを添付して下さい。

８
消費税及び地方消費税の未納

がないことを証する証明書
◎

税務署が発行する「書式その３（未納税額のないこと用）」で、申請日か

ら起算して３か月以内に発行されたものを添付して下さい。

９

総務大臣から電気通信事業を

行うことを認められた証明書

等

◎
総務大臣から電気通信事業を行うことを認められた証明書等の写しを添

付して下さい。

10
電気通信役務の提供に関する

障害対応体制説明書
◎ 後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。

11 印鑑届（様式第２号）(※) ◎ 後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。

12
口座振替申込書（様式第３号）

(※)
◎ 後述の「記入方法」を参考に作成して下さい。

13
指名停止の報告に係る誓約書

（様式第６号）（※）
◎

入札等の権限を支社等に委任した場合は本社並びに支社等の代表者もそ

れぞれ誓約書を提出すること。

14
指名停止に関する報告書（様

式第７号）（※）
○ 指名停止機関から指名停止を受けた場合に提出すること。

（注）１ (※)印は、様式が指定されている書類です。

２ ◎印は、必ず提出しなければならない書類です。

３ ○印は、該当するときに提出する書類です。

４ 添付書類のうち外国語で記載されたものがあるときは、日本語の訳文を付記又は添付して下さい。

５ 添付書類のうち、金額表示が外国貨幣となっているものがあるときは、８の申請書類作成の一般的注意事

項(4)を参照し、日本円に換算したものを付記又は添付して下さい。

６ 外国事業者が申請する場合の登記簿謄本又は身分証明書の添付については、それらに代えて、当該国の管

轄官庁又は権限を有する機関の発行する書類を添付書類とすることができます。
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８．申請書類作成の一般的注意事項

（１）書類の記入は、黒のボールペンを使用し、楷書で明瞭に記入して下さい。ゴム印が利用できる

箇所は使用しても差し支えありません。なお、いわゆる消せるボールペンは使用しないこと。

（２）記入後に訂正するときは、訂正箇所を二本線(＝)で消して競争入札参加資格審査申請書の代表

者印を押印し、その上に訂正する字句・数字等を記入して下さい。

（３）申請書類に記入する言語は｢日本語｣とし、金額表示は｢日本円｣とします。

（４）金額表示を外国貨幣から日本円に換算するときは、申請日における出納官吏事務規程(昭和 22

年大蔵省令第 95 号)第 16 条に規定する外国貨幣換算率により換算して下さい。

９．競争入札参加資格審査申請書（様式第１号）の記入方法

  ○申請年月日

    申請書の提出年月日を記入して下さい。

  ○登録番号

    申請時に登録番号を有する場合は、記入して下さい。

  ○［本店］郵便番号

    7 桁の郵便番号を正確に記入して下さい。

  ○［本店］所在地

登記簿上の本店の所在地を記入して下さい。

なお、外国事業者は、本店の所在する国名も記入して下さい。

  ○［本店］商号又は名称

登記簿上の商号を記入して下さい。

    また、上段にフリガナを記入して下さい。

  ○［本店］代表者職氏名

登記簿上の代表者の役職名及び氏名を記入して下さい。

なお、外国事業者は、当該国の管轄官庁又は権限を有する機関に届け出ている代表者の役職名

及び氏名を記入して下さい。

    また、上段にフリガナを記入して下さい。

  ○［本店］印

代表者印（法務局登録印鑑）を捺印して下さい。

なお、外国事業者は、代表者の署名でも差し支えありません。

  ○［本店］電話番号、ＦＡＸ番号

市外局番、市内局番及び番号の間は "－"で区切って記入して下さい。

  ○［支店］郵便番号～ＦＡＸ番号

    支店において申請を行う場合のみ、記入して下さい。

    記入は、［本店］に準じて行って下さい。

  ○消費税及び地方消費税の区分

    該当する区分の番号に丸を付けて下さい。

10．誓約書の記入方法

○年月日

    申請書の提出年月日を記入して下さい。

  ○所在地、商号又は名称、代表者職氏名

    本店で申請を行う場合は、競争入札参加資格審査申請書の［本店］、支店で申請を行う場合は、

競争入札参加資格審査申請書の［支店］の該当箇所と同じものを記入して下さい。

  ○印

    商号又は名称の欄には会社印、代表者職氏名の欄には代表者印を捺印して下さい。

11．営業概要書の記入方法

  （１）会社概要

○設立(創業)年月日

営業の開始年月日を記入して下さい。設立(創業)後、途中で組織を変更している場合でも当

初の営業開始年月日を記入して下さい。

○現組織への変更年月日
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設立(創業)後、個人事業から会社組織への変更又は有限会社から株式会社への変更など組織

の変更があった場合、現組織に変更した年月日を記入 (何度も組織を変更している場合は、

最近の変更年月日を記入)して下さい。

○営業年数

設立(創業)から申請日までの期間から、転業、廃業及び休業期間を差し引いた年及び月数(日

数切捨て)を記入して下さい。

○決算月

申請日直前の決算月を記入して下さい。

（２）自己資本額

○資本金〔直前決算時（申請日以前 以降同じ）〕

直前決算時の貸借対照表の資本金の額(千円未満切捨て)を記入して下さい。

○資本金〔決算後増減額〕

直前決算以後申請日までに資本金の増減がある場合は、その増減額(千円未満切捨て)を記入

(減のときは△を記入)して下さい。

なお、社会福祉法人にあっては貸借対照表の基金（基本財産）、特定非営利活動法人にあっ

ては貸借対照表の正味財産の金額を資本金の欄に記入して下さい。

○準備金・積立金〔直前決算時〕

直前決算時の貸借対照表の法定準備金及び剰余のうち任意積立金の合計額(千円未満切捨

て)を記入して下さい。

○準備金・積立金〔剰余(欠損)金処分〕

直前決算時の利益金処分計算書の利益金処分額のうち配当金及び役員賞与等を除いた額(千

円未満切捨て)を記入して下さい。

なお、直前決算において欠損が生じた場合で、準備金及び積立金を取り崩した場合は、その

額に△を付け記入して下さい。

会社法及び会社計算規則施行後の基準に基づき計算書類を作成する法人にあっては、記入の

必要はありません。

○準備金・積立金〔決算後増減額〕

直前決算以後申請日までに準備金及び積立金の増減がある場合は、その増減額(千円未満切

捨て)を記入(減のときは△を記入)して下さい。

○繰越(欠損)金〔剰余(欠損)金処分〕

直前決算時の利益金処分計算書の次期繰越額を記入(欠損のときは△を記入)して下さい。

会社法及び会社計算規則施行後の基準に基づき計算書類を作成する法人にあっては、「繰越

利益剰余金」を記入して下さい。

（３）長崎県内に住所を有する本店、支店又は営業所等の名称、所在地及び常勤の従業員数

○名称

名称を記入して下さい。

○所在地

本店、支店、営業所等の所在地を記入して下さい。

○常勤の従業員数

下記（５）を参考に、当該本店等における常勤の従業員数を記入して下さい。

（４）年間売上高

直前決算時の年間売上高(千円未満切捨て)を記入して下さい。

（５）従業員数

申請月の初日で常時雇用されている本店、支店、営業所等の組織全体の従業員(家族従業者で

給与の支給を受けている者を含む)の人数を記入して下さい。なお、従業員には、代表者及び

役員を含みますが、派遣、臨時及び季節従業員又はパート及びアルバイト等は除きます。

（６）経営状況

  直前決算時の数値を用いて以下の計算を行い、計算結果(小数点第 2位以下四捨五入)を記入し
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て下さい。

○自己資本比率  ＝［自己資本／総資産（負債合計＋資本合計）］×100

○負債比率   ＝［負債合計／自己資本］×100

○流動比率    ＝［流動資産／流動負債］×100

○売上高総利益率 ＝［（売上高－売上原価）／売上高］×100

12．委任状の記入方法

  ○［代理人］商号又は名称

支店等の登記簿上の商号を記入して下さい。

  ○［代理人］氏名

    代理人の氏名を記入して下さい。

○年月日

    申請書の提出年月日を記入して下さい。

  ○所在地、商号又は名称、代表者職氏名

    競争入札参加資格審査申請書の［本店］の該当箇所と同じものを記入して下さい。

13．電気通信役務の提供に関する障害対応体制説明書（様式任意）の作成方法

  災害や故障等による障害発生時の監視及び復旧体制、仕組みがわかる資料を作成して下さい。

14．印鑑届（様式第２号）の記入方法

  ○登録番号

    申請時に登録番号を有する場合は、記入して下さい。

  ○印

    今回の競争入札に関する取引に使用する印鑑を押印して下さい。

○年月日

    申請書の提出年月日を記入して下さい。

  ○所在地、商号又は名称、代表者職氏名

    競争入札参加資格審査申請書の［本店］の該当箇所と同じものを記入して下さい。

15．口座振替申込書（様式第３号）の記入方法

  ○登録番号

    申請時に登録番号を有する場合は、記入して下さい。

○年月日

    申請書の提出年月日を記入して下さい。

  ○所在地、商号又は名称、代表者職氏名

    競争入札参加資格審査申請書の［本店］の該当箇所と同じものを記入して下さい。

  ○［預金口座］金融機関名、支店名

    郵便局以外の金融機関を指定し、名称を記入して下さい。

○［預金口座］預金種別

  該当の預金種別を番号で記入して下さい。

○［預金口座］口座番号

  該当の口座番号を右詰で記入して下さい。

○［預金口座］口座名義人

  該当の口座名義人を漢字で記入して下さい。

  ※以上を記入後、該当の金融機関で証明をもらって下さい。

16．資格関係事項の変更

審査の結果、資格者となった者について、資格の有効期間内に競争入札参加資格審査申請書の記

載事項に変更があったときは、資格審査申請事項変更届（様式第５号）に変更事項ごとに必要な書

類を添えて、２の申請書の提出場所に速やかに提出して下さい。

なお、必要に応じ、関係書類の提出を求める場合があります。

17．指名停止の報告に係る誓約書（様式第６号）の提出要領

入札等の権限を支社等に委任する場合には、本社の代表者及び支社等の代表者もそれぞれ誓約書



８

を提出すること。

18．指名停止に関する報告書（様式第７号）の提出要領

指名停止機関（国、地方公共団体、特殊法人等）から指名停止を受けた場合、当該指名停止の開

始日から起算して 15 日以内（15 日目が長崎県の休日を定める条例（平成元年長崎県条例第 43号）

第１条各号に掲げる休日（以下「休日」という。）に該当する場合は、その翌日(休日を除く。)ま

で）に長崎県総務部スマート県庁推進課へ提出すること。

指名停止機関から通知された指名停止文書の写しを添付すること。


